
プロスポーツチームによる大学との連携： 
関西圏に本拠地を置くプロスポーツチームに着目して

堀　込　孝　二＊1　　前　田　和　範＊2

University Collaboration with Professional Sports 
Teams:

Focusing on professional sports teams based in the 
Kansai region

Koji Horigome　　Kazunori Maeda

Abstract
　The number of professional sports teams in Japan is increasing as is the need 
for the diversification of human resources. The objective of this study is to 
provide insight into the collaboration of professional sports teams in the Kansai 
area in Japan with universities, and to examine the different kinds of 
collaboration. The internet survey conducted indicated that there are six types 
of collaboration between professional sports teams and universities : 
collaboration, planning practice, fieldwork/volunteer, surveys, lectures, and 
others. It was evidenced that the Nippon Professional Baseball Organization 
(NPB), Japan Professional Football League (J. League), and Japan Professional 
Basketball League (B. League) had different types of collaboration with 
universities. In particular, since there are several collaborations in the sports 
business and management area, it is important for professional sports teams to 
emphasize their human resource requirements and for universities to meet 
such requirements.
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Ⅰ　研究の背景と目的
　経済産業省 1）によると、日本のプロ野球（NPB）では、2013 年以降の観客動員数は右肩
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上がりに増えており、球団別にみても 12 球団すべてにおいて伸びがみられている。2013
年から 2019 年にかけて、特にセ・リーグでは横浜 DeNA ベイスターズの観客動員数が 1.6
倍となり、パ・リーグにおいては東北楽天ゴールデンイーグルスの観客動員数が 1.4 倍に
なっていることが報告されている 1）。
　プロ野球から遅れること約 60 年、1993 年に設立された日本プロサッカーリーグ（J リー
グ）においても、同じく 2013 年からのデータでは、J1 から J3 のそれぞれのカテゴリーは
微増ではあるが増加傾向といえる。J1 においては、1 試合平均の観客動員数が 2019 年に初
めて 2 万人を超えた 2）。
　さらに、2016 年から始まったバスケットボールの新プロリーグである「B リーグ」も観
客動員数は右肩上がりであり、2018 年度（2019-2020 年シーズン）の見込みでは、入場料
収入が全体で約 48 億 3000 万円となっている 3）。これは昨年度対比で 14.4％のアップ、設
立初年度の 2016 年と比較すれば 44.1％もアップしたことになる。設立後 3 年で全体の営業
収入としても約 150 億円から 221 億円と 47.3％も増加しており、まさにプロスポーツリー
グとして成功しているリーグと言えるだろう。
　そして、2021 年 9 月には日本初のサッカー女子プロリーグ「WE リーグ」の開幕が予定
されている。2020 年 10 月 15 日に初代チェアである岡島喜久子氏はオンラインで会見を行
い、初シーズンを 11 クラブで開催することを発表した。このリーグはアマチュアで存続す
るなでしこリーグの上位に位置づけられるリーグであり、当面は降格がなく新規参入のみ
となるため、今後クラブ数はさらに増加するものと思われる 4）。
　九州ではプロ野球独立リーグの運営を目的とする「九州独立プロ野球機構」が設立され、
2021 年より大分県の「大分 B －リングス」、熊本県の「火の国サラマンダーズ」の新たな
2 球団が加盟し開幕を予定している。初年度は来年 3 月 20 日開幕、年間 80 試合程度を実
施することとなっている 5）。
　以上のことから、我が国のプロスポーツ産業は依然として発展を続けており、プロスポー
ツチーム数は今後も右肩上がりで増えていくことが予想される（図 1）。

図 1　日本におけるプロスポーツチーム数の推移（出典：各リーグ資料から著者作成）＊1
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　さらに、2022 年 1 月にはラグビーの新リーグ設立も控えている。当初の予定では 2021
年秋の開始を目指していたが、新型コロナウィルスの感染拡大や東京オリンピック・パラ
リンピックの開催延期などの状況をふまえて約半年延期された形になったが、今のところ
設立に向けて日本ラグビー協会が事業を進めている。
　この 10 年の流れ、そして今後 10 年単位で見てもプロスポーツリーグが増加の一途を辿
ると予測され、その土壌は整ってきていると言える。そこで問題になるのが人材の確保・
育成である。チーム数が増加すれば選手や指導者はもちろんだが、それ以上に経営者や球
団スタッフなどの確保・育成が急務となるのは容易に予測できる。指導者や選手の育成は、
ライセンス制度や小学生のスクールなどが普及しつつあるため、現状としてはチームス
タッフと比較して整っていると言える。プロスポーツチームはプロである以上、優秀で経
験豊富な人材確保・育成が必要となるが、経営者・スタッフ側の人材育成は、十分になさ
れているのだろうか。
　広瀬 6）によれば、「スポーツ組織の人事で最も重要なことは、スポーツ組織の特殊性を理
解すること」と述べている。続いて「スポーツ組織においては一般的な組織と異なり、自
分がやりたい仕事が明確である人が多いので、やらないといけない仕事とやりたい仕事と
が特に対立する」と述べている。さらに「スポーツ組織の構成員のほぼ全員がスポーツ好
き」「仕事と趣味の区別がつかなくなって、やりたいことだけに走ってしまう」傾向にあ
り、「スポーツ組織の構成員は 1 人で何役もこなさなければならない」とも述べている。実
際に、プロスポーツチームの業務は多岐にわたり、BtoC であるチケット販売や BtoB がメ
インであるスポンサー営業などサービスを販売する業務のほか、マーチャンダイジングの
ようにグッズの販売業務、さらには試合やイベント運営の業務など様々なジャンルの業務
をこなすことが必須である。さらに、スポーツチームを支えるという広い視点に立つと、
そこにトレーナーや栄養士などのチームスタッフの役割も重要となる。それにも関わらず、
経営状態に余裕がなくマンパワーが不足しているチームやクラブが多い。つまり、高いス
キルが求められている仕事に対して、スポーツ自体に強い興味がある人材が集まる傾向が
あり、プロスポーツチームが求める人材とそこに集まる人材のスキルの間には、大きな
ギャップが生じていることが現状として見受けられる。
　プロスポーツ産業における人材育成の観点から、高等教育機関におけるスポーツ関連の
学部設置状況を見ると、2003 年 4 月に日本ではじめてスポーツを大学名に入れたびわこ成
蹊スポーツ大学が新設され、同時に早稲田大学がスポーツ科学部を開設した。この年から
2007 年にかけての 5 年間でスポーツを冠した学部や学科が 20 大学以上に設置された 7）。そ
れから約 20 年経ち、さらに高等教育機関である大学にスポーツ関連の学部、学科が増加し
た。中でも、関西におけるスポーツ関連の学部・学科を持つ大学は 42 大学に上る 8）。
　こうしたスポーツ関連大学におけるカリキュラムの内容や変遷に関しては、主にスポー
ツマネジメント分野において研究が蓄積されてきた。スポーツマネジメント教育は、カリ
キュラムの体系的な提供や、学問としての認識の統一が必要とされていることに加え 9）、
実践の場でいかに役立つように学問を応用していくことができるかに注目が集まって 
いる 10）。櫻井ほか 10）は、特に獲得した知識を実践力へ昇華させる演習科目の内容分析や検
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討の重要性を主張しており、プロスポーツクラブが求める人材を検討した研究 11）や、それ
をもとにした演習科目におけるルーブリック作成に関する研究 12）などが進められている。
さらに、プロスポーツチームとの連携がスポーツマネジメント教育の質保証につながる 13）

という観点もある。以上のことは、マネジメント分野以外のあらゆるスタッフの育成に対
しても重要な視点であり、こうした演習科目に対する更なる分析は依然として必要である。
今後もプロスポーツ産業が発展していく中では、プロスポーツチームが大学とどのように
連携し、演習を実施していくことが望ましいかを継続的に検討していく必要がある。
　そこで本研究では、プロスポーツチーム側の視点に立ち、主に関西におけるプロスポー
ツチームが高等教育機関である大学といかに連携しているかを明らかにすることを目的と
し、主に実践としての取り組みの現状を包括的にまとめることとした。
　
Ⅱ　研究方法
　インターネットを活用し、関西における NPB、J リーグ、B リーグに所属するプロスポー
ツチームと関西を所在地とする大学との連携事業の 2015 年から 2020 年までの実績を調査
した。具体的には、プロスポーツチームおよび大学のホームページ上に掲載されている連
携事業の情報を、インターネット検索を用いて収集した。検索の際のキーワードは、「（チー
ム名）、大学、連携」とした。そして、連携事業を以下の定義で６つにカテゴリー分けを行
なった（表 1）。

Ⅲ　結果および考察
　2015 年からの 5 年間において、関西の大学との連携事業を実施していたプロスポーツ
チームは、NPB では阪神タイガースとオリックス・バファローズ、J リーグではガンバ大
阪・セレッソ大阪・京都サンガ FC・ヴィッセル神戸、B リーグでは大阪エヴェッサ・京
都ハンナリーズ・滋賀レイクスターズ・西宮ストークス・バンビシャス奈良であった。連

表 1　プロスポーツチームと大学の連携事業のカテゴリー分け
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携した実績のある大学は 38 大学であり、大学名称および連携内容の詳細に関しては、付録
を参照されたい。
　カテゴリーに着目すると、「協働型」では、プロスポーツチームが大学を会場として試
合・イベントを開催したり、包括的な連携の中でも、医療・健康をテーマにしたもの、ビ
ジネス・マネジメントをテーマにしたものなど、内容は多岐にわたった。「企画実践型」は、
ビジネス・マネジメント系の学部や研究室と連携を図ったものが多く見られた他、学生に
会場の一部や配布物のデザインを担当してもらうもの、医療・健康および栄養をテーマに
したものが見られた。「フィールドワーク／ボランティア型」「調査型」「講義型」でも、ビ
ジネス・マネジメントに関する内容がほとんどを占めた。これらの結果からは、プロスポー
ツチームが様々な意図を持って大学と連携していることが明らかになり、特にビジネス・
マネジメント系に対する期待値が高いことが伺える。
　連携実績のある大学数をリーグ別で算出してみると、NPB が 11 大学、J リーグと B リー
グはともに 16 大学であった。リーグごとの大学との連携事業のカテゴリー分けを行なった
結果は、以下の通りである（表 2、図 2）。

図 2　関西圏のプロスポーツチームの大学との連携事業の分類

表 2　関西圏のプロスポーツチームの大学との連携事業の分類およびカイ二乗検定の結果＊2
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　NPB は 2、J リーグは 4、B リーグは 5 と関西における各リーグのチームやクラブ数にば
らつきがあるものの、カイ二乗検定の結果からも、リーグによって傾向が違うことが明ら
かになった。B リーグと J リーグは比較的類似した結果を示しているが、企画等実践型の
割合が J リーグは大きくなり、講義型の連携も J リーグと B リーグクラブにだけ見られる
特徴となった。一方、NPB は他 2 リーグで最も多かった協働型は全く見られず、調査型が
最も多かった。さらに、NPB は講義型もなく、NPB のみ全く違った内容となっているこ
とが分かった。
　これらはリーグ自体の成り立ちや地域密着型を目指すリーグ理念の有無などが大きく関
係していることが考えられる。特にチームと大学の包括的な連携を行う協働型の事業には、
両者の調整事項も多くなる。Ｊリーグや B リーグのクラブに協働型事業への積極性がみら
れるのは、リーグ全体として注力しているホームタウン内での地域密着型戦略を、各クラ
ブが着実に実行していることの裏付けであるとも言える。特定の地域にキャンパスを構え
教育活動を展開する大学側からみても、同じ地域の活性を目指すプロスポーツクラブとの
連携は、比較的調整しやすいという側面があるのかもしれない。一方で、NPB は、兼ねて
から企業ビジネスの一つとして扱われてきたため、経営規模も比較的大きく、あらゆる決
定事項にオーナー企業の意向も関わってくる。そのため、他団体との包括的な事業は進め
にくい側面があることも考えられる。しかし近年では、NPB は各チームレベルにおいて地
域密着を図る動きがみられる。本調査の結果からも、関西の NPB のチームも積極的にそ
の他の連携事業を進められていることが明らかになったため、今後の展開を注視したい。
今後は、チームやクラブと大学が連携する際の両者の詳細な目的や、連携事業を実施する
上での課題などを整理していくことも重要であろう。

Ⅳ　まとめ
　本研究では、プロスポーツチーム側の視点から、関西圏のプロスポーツチームが大学と
いかに連携しているかを明らかにした。その結果、スポーツビジネス・マネジメントをテー
マとした連携が多いことが明らかになり、全体としては、リーグ毎に連携の傾向が異なる
ことが明らかになった。
　大学のスポーツマネジメント教育の観点からは、プロスポーツチームやクラブとの連携
をいかに図っていくかが重要視されていることからも、今後も両者の連携事業を構築して
いくことは効果的であることが考えられる。スポーツマネジメント教育の中で学生の選好
に着目した棟田ほか 14）は、「大学が提供する教育は企業が提供する商品とは異質なもので
あり、それらの選好をすべて反映させるわけにはいかない。可能な限り考慮した教育プロ
グラムを開発していくことでよりよい人材の獲得と輩出が期待できる」と述べている。専
門知識を持つ教員やプロスポーツチームとの連携を構築するための人的ネットワークな
ど、大学側のリソースは限られているものの、人材を輩出する側である大学と、受け入れ
る側である企業、いわゆるチーム側が求める人材を明確化し、そのニーズに応えられる人
材をいかに教育、育成していくかについては今後も議論されていくべきであろう。先行研
究では大学側の視点に立ったものが多く見られることから、今後はさらに現場であるチー
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ムやリーグ側へのインタビュー調査などが今後必要と考えられ、また同時に大学という高
等教育機関がそれにどこまで対応することができるかも検討していく必要がある。

注記
*1.  B リーグ開幕以前、プロバスケットボールチームは bj リーグと NBL という両リーグに存在してい

たため、2015 年度まではプロリーグである bj リーグに加入していたチームを集計に加えている。
また、2018 年度から開幕した、卓球のプロリーグである T リーグも集計に含めた。

*2.  J リーグでは、毎年の観戦者調査を各大学が担当して行っているが、クラブと大学の具体的な連携
事業の内容を捉える本研究の主旨とは異なるため、本研究の分析からは除外した。
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付録　チームと大学の連携表
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